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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(1)連結経営指標等           

売上高 （千円） － 24,403,821 24,463,945 46,972,233 46,678,602 

経常利益 （千円） － 1,873,465 1,314,647 2,194,889 2,286,172 

中間（当期）純利益 （千円） － 1,105,369 239,578 1,104,930 1,238,004 

純資産額 （千円） － 18,442,724 18,212,366 17,720,799 18,457,473 

総資産額 （千円） － 30,753,888 30,102,672 29,274,624 30,531,870 

１株当たり純資産額 （円） － 1,785.18 1,500.01 1,713.46 1,798.10 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） － 107.00 19.62 112.14 117.46 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 60.0 60.5 60.5 60.5 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） － 1,493,172 △500,845 442,345 3,122,830 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） － △1,038,422 188,916 △2,798,756 △2,679,803 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） － △803,636 △437,938 530,487 △1,449,508 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） － 5,586,067 4,182,223 5,934,954 4,928,472 

従業員数（外、平均

臨時雇用者数） 
（名） 

－ 

(－）

615 

(290) 

636 

(280) 

607 

(301) 

630 

(287) 

 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．当社は、第47期中間連結会計期間及び中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間連結会計期

間及び中間会計期間より中間連結財務諸表及び中間財務諸表について証券取引法第193条の２の規定に基づ

く中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

４．平成17年５月20日付で、株式１株につき1.2株の株式分割を行っております。  

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高 （千円） － 20,145,916 20,356,923 39,222,002 38,575,093 

経常利益 （千円） － 1,645,744 1,044,234 1,890,425 1,895,170 

中間（当期）純利益 （千円） － 944,176 588,912 911,623 985,946 

資本金 （千円） － 1,387,136 1,387,136 1,387,136 1,387,136 

発行済株式総数 （千株） － 10,332 12,398 10,332 10,332 

純資産額 （千円） － 17,191,189 17,233,872 16,622,370 17,125,522 

総資産額 （千円） － 27,153,527 27,302,322 25,464,156 27,326,038 

１株当たり純資産額 （円） － 1,664.04 1,419.42 1,607.62 1,669.35 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） － 91.39 48.23 92.70 94.23 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） － － － － － 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） － － － 31 27 

自己資本比率 （％） － 63.3 63.1 65.3 62.7 

従業員数（外、平均

臨時雇用者数） 
（名） 

－ 

(－) 

455 

(79) 

440 

(84) 

446 

(78) 

455 

(80) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに関係会社となりました。 

 （注）特定子会社に該当しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループから外部グループへの出向者は除き、グループ外からの出向者を含むほ

か、常用パートを含む。）であり、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含

み、常用パートは除く。）は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

む。）であり、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含み、常用パートは除

く。）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 

資本金 

（千US＄） 

主要な事業の

内容 

議決権の所有割合

又は被所有割合

（％） 関係内容 

 （連結子会社） 

荏原食品(上海)有限公

司 

中華人民

共和国 

上海市 3,800 

食品製造販

売  100  役員の兼任２名  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

食品事業 504 (261） 

その他 112 （16） 

全社（共通） 20 （3） 

合計 636 (280） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 440 (84） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）経営成績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、前半の基調として、企業収益の改善の取り組みが推進され、それを

受けて設備投資が増加、所得も穏やかに増加し、個人消費においても消費者マインドが向上し、雇用情勢に厳しさは

残るものの、改善の方向に向かっていることから、景気は穏やかに回復している傾向にあります。しかしその反面、

原油価格の高騰が、石油製品、素材価格の上昇を招き、企業業績に影響を及ぼす懸念が生じております。 

 また、食品業界においては米国産牛肉の輸入制限措置の解除についての目処はたっておりますが、仮に解除された

としても、外食産業及び直接的な消費の回復は、来春以降となることが見込まれ、今期中は、依然厳しい状況が続く

と思われます。当社グループにおいても、前期から引き続き、これらを要因とする消費動向の影響をやや受ける結果

となりました。 

 このような状況の中、当社グループの中間連結会計期間の業績は、売上高において244億63百万円（前年同期比0.2%

増）と前中間期実績を確保したものの、販売費及び一般管理費のうち、販売戦略上、当中間連結会計期間の販売促進

活動に要する費用を増加させたこと、また新規事業に関連する諸経費が増加したこと等により、営業利益は12億34百

万円（前年同期比33.2%減）、経常利益は13億14百万円（前年同期比29.8%減）と前中間期実績を下回る結果となりま

した。また、特別損失として、連結子会社における減損損失を当中間連結会計期間に計上したことにより、中間純利

益は２億39百万円（前年同期比78.3%減）となりました。 

 セグメント別の業績概況は以下のとおりとなります。 

（食品事業）  

 食品事業の家庭用商品うち、『肉まわり調味料群』は、厳しい市場環境を当初より予想しておりましたが、「焼肉

のたれ」、「黄金の味」等基幹商品は、汎用メニュー提案やスーパー精肉売場と連動したキャンペーン等の販売促進

活動が奏功し、前中間期実績を確保しました。一方、前中間期好調であった「生姜焼のたれ」等周辺商品が伸び悩み

ましたが、売上高94億円（前年同期比1.1%減）とわずかな減少におさえることができました。 

 『鍋物調味料群』においても食肉関連消費の影響が懸念されましたが、主力の「すき焼のたれ」は汎用性を訴求し、

ほぼ前中間期の売上高を確保しました。加えて「しゃぶしゃぶのたれ」が好調に推移したこと、また、平成17年８月

にパウチタイプの鍋物調味料４アイテムを投入したことも売上高伸長に貢献した結果、売上高28億66百万円（前年同

期比3.6%増）となりました。 

 『野菜まわり調味料群』においては、新製品として投入した「きれいサラダ ゼリードレッシング」の市場定着には

苦戦を強いられましたが、前中間期の青果価格の高騰等で不調であった「浅漬けの素」の売上高が回復したことが貢

献し、売上高28億83百万円（前年同期比8.8%増）となりました。 

 『その他群』においては、前期好調であった「横濱舶来亭」（カレーフレーク）が若干伸び悩みましたが、新しい

分野の開拓商品として投入した「彩々豆スープ」、「ゼリー飲料Sweeta」の追加アイテムが売上高を支え、売上高５

億92百万円（前年同期比0.1%増）と前中間期実績を確保することができました。  

 業務用商品につきましては、主な市場である外食産業の伸び悩み等非常に厳しい状況の中、『肉まわり調味料群』

は、追加アイテム等の積極投入により、売上高15億35百万円（前年同期比3.9%増）と、前中間期の売上高を上回る実

績を残しました。一方、『がらスープ群』におきましては、予想以上に厳しい競合環境にさらされ、前期から取り組

んでおります戦略的な施策も、期待した成果に結びつくには、もう少し時間を要する状況にあります。そのため、売

上高18億80百万円（前年同期比6.3%減）と前中間期売上高に届く実績を残すことはできませんでした。さらに、『冷

凍食品群』においても、前中間期の受注量を確保することができなかったことにより、売上高21億41百万円（前年同

期比10.8％減）となりました。『その他群』については、業務用商品の一般量販店向け出荷が堅調な伸びをみせたこ

と等により、売上高11億91百万円（前年同期比3.9％増）となりました。 

 これらの結果、食品事業のうち、家庭用商品は売上高157億42百万円（前年同期比1.5%増）、業務用商品は67億48百

万円（前年同期比4.0%減）、食品事業全体としては、224億91百万円（前年同期比0.2％減）となり、また営業利益に

つきましては、13億71百万円（前年同期比33.6％減）となりました。 

（その他事業）  

 その他事業につきましては、平成16年10月より業務を開始している人材派遣事業の売上高が上乗せされたこと、物流

事業においても原油価格高騰によるコスト増等の影響を受けながらも、新規顧客の開拓がすすみ、前中間期実績を上

回りました。広告宣伝事業は、多少伸び悩みはあったものの、売上高19億72百万円（前年同期比6.0％増）となり、営

業利益は74百万円（前年同期比75.6%増）という結果となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加、

納税額の増加等により、前中間連結会計期間末に比べ14億3百万円減少し、当中間連結会計期間末には41億82百万円

となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、５億円（前年同期比19億94百万円支出増）となりました。これは主に売上債権

の増加額15億80百万円及び法人税等の支払額８億70百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、得られた資金は、１億88百万円（前年同期比12億27百万円獲得増）となりました。これは主に

有価証券の償還による収入10億10百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は、４億37百万円（前年同期比3億65百万円減）となりました。これは主に自己株

式の取得２億49百万円及び配当金の支払い２億76百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）製品仕入実績 

 当中間連結会計期間の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は受注生産を行なっておりませんので記載事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次

のとおりであります。 

２．本表の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

食品事業（千円） 8,454,112 99.2 

合計（千円） 8,454,112 99.2 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

食品事業（千円） 2,191,786 102.6 

合計（千円） 2,191,786 102.6 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

食品事業（千円） 22,491,153 99.8 

その他事業（千円） 1,972,792 106.0 

合計（千円） 24,463,945 100.2 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱菱食 3,178,800 13.0 3,530,327 14.4 



３【対処すべき課題】 

 当社グループにおいては、平成18年３月期を初年度とする平成20年３月期、当社第50期に向け、新中期３ヶ年経営

計画をスタートさせております。株主様、お得意先、消費者の皆様や従業員をステークホルダーと位置づけ、ＣＳＲ

経営、企業の社会的責任を果たすための体制づくりに着手し、企業の持続的な発展を目指し、企業価値の向上に向け

た取り組みを本格化させております。  

 また、米国産牛肉の輸入制限措置問題には一定の目処が立ちましたが、引き続き、外的リスクファクターとして食

肉の市場・消費変動要因や天候不順等の気象変動要因等を勘案し、コアビジネスである専用調味料事業の基盤作り、

新規事業分野に対する果敢な挑戦を行い、バランスのとれた事業構造への変革を目指してまいります。  

 今期からは従来の組織体制をさらに進化させ、より“人を活かす経営”に着手し、経営の意思決定、伝達の迅速化

も図っております。  

 これらにより、より健全なビジネスモデルを再構築し、経営目標の達成、収益の確保、企業価値の向上を図ってま

いります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社グループ食品事業におきましては、多様化、高度化し、広範囲にわたる顧客ニーズに応えるため、環境の変化

を敏感に捉え、より本質の価値を追及し、安全で安心してお使いいただける商品、またお客様の生き生きした生活を

サポートする価値ある商品を研究、開発し、タイムリーに提供していくことを基本方針としております。 

 当社では開発スピードの迅速化をはかるために、市場に直結したブランドマネジメントグループと緊密な連携をは

かっております。研究開発機能を担う研究所においては、短期・中長期を考慮した家庭用・業務用商品の設計・試

作、工業化、新技術の開発および商品・原材料の分析、お客様へのタイムリーな情報提供を行っており、また組織の

有機的な活動をはかるため、研究所とブランドマネジメントグループ、および商品開発スタッフで構成されるプロジ

ェクトチームを必要に応じ編成し、研究開発活動を遂行しております。また、連結子会社（株式会社日本冷食）にお

いて製造販売しております冷凍食品分野に関しましては同社内に開発部を設け、新商品の開発および既存商品のリニ

ューアルなどを行なっております。 

 当社では毎月、研究開発本部が事務局となり、全取締役をはじめ各関連部門長を常任委員とするマーケティング委

員会を招集し、研究開発本部として開発商品にかかる進捗状況の報告、確認などの情報交換を行うとともに、商品戦

略の最終決定を行っております。 

 

具体的な研究開発活動 

 ・マーケティング部と連動した新商品開発及びリニューアル。 

 ・製造部と連携した収益性の改善を考慮した既存技術の改善。 

 ・業務用ユーザーとの共同開発を含んだ顧客ニーズに合致した商品の開発。 

 ・中長期計画に連動した商品開発及び技術開発。 

 ・素材抽出、濃縮技術分野における商品開発および技術研究。 

 ・製品の安全性を追求した容器・包材の開発および技術研究。 

 ・理化学分析、微生物検査を通じた商品及び原材料の安全性の検証及び美味しさの研究。 

 ・社内外への商品情報の迅速且つ正確な提供。 

 

当中間連結会計期間の主な新商品 

家庭用商品 

鍋物調味料   ： 麻辣鍋の素、寄せ鍋の素、豆乳キムチ鍋の素、キムチ鍋の素 

野菜まわり調味料： からし漬けの素 

新規カテゴリー ： Sweetaプチ蒟蒻inシークワーサー 

          彩々豆のビシソワーズ  

 

業務用商品          

      ラーメン百景シリーズ ： スープカレーラーメン、鶏がら仕立て塩味 

      厨房応援団鍋シリーズ ： 和風鶏がらだし、やきとりのたれ炭火風、牛丼の素 

      厨房応援団シリーズ  ： パスタソース和風塩味、パスタソースにんにく醤油味、 

                   焼肉のたれバーベキュー味 

      プラスアップシリーズ ： 豚背油フライドオニオン入り 

      産業給食向け商品   ： Ｋがらスープ、Ｋ醤油ラーメンスープ 

 

   業務用特注品 ３９アイテム商品化 

 

 当中間連結会計期間の研究開発費の総額は３億８百万円となっています。 

 

 なお、当社グループにおけるその他事業につきましては、研究開発活動に該当する内容はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設 

  該当事項はありません。 

  

（２）重要な設備の改修 

 該当事項はありません。 

（３）重要な設備の除却 

該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）株式分割（１：1.2）によるものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 25,222,400 

計 25,222,400 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,398,400 12,398,400 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 12,398,400 12,398,400 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年５月20日

（注） 

  

2,066 12,398 － 1,387,136 － 1,655,201 



(4）【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在

 （注）上記のほか、自己株式が256千株あります。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％） 

㈲ウッドヴィレッジ 横浜市西区北幸二丁目５番15号 1,565 12.63 

㈱池竹研究所 横浜市港北区篠原西町30番３号 1,209 9.75 

㈱ケーエム商事 横浜市西区北幸二丁目５番15号日総第三ビル 1,152 9.29 

エバラ食品工業㈱従業員持株会 横浜市西区北幸二丁目５番15号日総第三ビル 782 6.31 

㈱ケイエムファイナンス 横浜市西区北幸二丁目５番15号日総第三ビル 504 4.07 

        

バンク オブ ニューヨーク ジ

ーシーエム クライアント ア

カウンツ イーアイエスジー 

千代田区丸の内二丁目７番１号 カストディ業

務部（常代）株式会社東京三菱銀行 
299 2.41 

        

エスエヌエフイー マック ジャ

パン アクティブ シェアホルダ

ー ファンド エルピー 

中央区日本橋三丁目11番１号 

（常代）香港上海銀行東京支店  
277 2.24 

森村忠司 横浜市港北区篠原西町30番３号 269 2.17 

        

モルガン・スタンレーアンドカ

ンパニーインク 

渋谷区恵比寿四丁目20番３号 恵比寿ガーデン

プレイスタワー （常代）モルガン・スタンレ

ー証券会社東京支店  239 1.93 

        

ザ  バンク  オブ  ニューヨー

ク ノントリーテイー ジャスデ

ック アカウント 

千代田区丸の内二丁目７番１号 カストディ業

務部（常代）株式会社東京三菱銀行  
222 1.79 

計 － 6,519 52.59 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動は、ありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式     256,900 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,797,000 11,797 同上 

単元未満株式 普通株式    344,500 － － 

発行済株式総数       12,398,400 － － 

総株主の議決権 － 11,797 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エバラ食品工業株式

会社 

横浜市西区北幸二丁

目５番15号  日総第

三ビル  

256,900 － 256,900 2.07 

計 － 256,900 － 256,900 2.07 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,598 1,555 1,455 1,530 1,570 1,570 

最低（円） 1,500 1,280 1,390 1,435 1,480 1,466 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、三優監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※２   7,734,955     6,023,927     7,014,300   

２．受取手形及び売掛
金 

    8,790,737     9,158,848     7,578,455   

３．有価証券     343,611     833,013     1,332,956   

４．たな卸資産     1,637,032     1,648,444     1,826,747   

５．繰延税金資産     320,202     357,800     302,696   

６．その他     402,352     592,312     583,231   

貸倒引当金     △36,760     △27,293     △32,078   

流動資産合計     19,192,131 62.4   18,587,053 61.7   18,606,309 60.9 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1) 建物及び構築物 ※２ 3,563,242     3,369,611     3,603,569     

(2) 土地 ※２ 3,045,427     3,003,872     3,073,785     

(3) その他   1,465,602 8,074,271 26.3 1,600,692 7,974,176 26.5 1,685,333 8,362,688 27.4 

２．無形固定資産     529,153 1.7   530,941 1.8   539,472 1.8 

３．投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   1,077,249     1,287,685     1,131,693     

(2) 繰延税金資産   787,816     764,312     838,339     

(3) その他   1,133,411     1,048,872     1,149,764     

貸倒引当金   △40,147 2,958,331 9.6 △90,368 3,010,501 10.0 △96,397 3,023,399 9.9 

固定資産合計     11,561,756 37.6   11,515,618 38.3   11,925,560 39.1 

資産合計     30,753,888 100.0   30,102,672 100.0   30,531,870 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形及び買掛
金 

※２   5,930,741     6,025,201     5,987,161   

２．短期借入金     678,000     326,936     213,200   

３．1年以内に返済予
定の長期借入金 

※２   59,000     57,000     57,000   

４．未払金     1,003,872     1,086,247     1,412,474   

５．未払法人税等     922,960     672,715     912,605   

６．賞与引当金     166,292     261,844     157,996   

７．販売促進引当金     401,221     416,537     311,556   

８．その他     524,815     437,828     337,987   

流動負債合計     9,686,903 31.5   9,284,312 30.8   9,389,981 30.7 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※２   256,500     199,500     228,000   

２．退職給付引当金     1,796,096     1,790,125     1,860,176   

３．役員退職慰労引当
金 

    425,468     436,914     446,077   

４．その他     141,957     179,453     150,160   

５．連結調整勘定     4,237     －     －   

固定負債合計     2,624,259 8.5   2,605,993 8.7   2,684,414 8.8 

負債合計     12,311,163 40.0   11,890,305 39.5   12,074,396 39.5 

           

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     1,387,136 4.5   1,387,136 4.6   1,387,136 4.6 

Ⅱ 資本剰余金     1,655,201 5.4   1,655,226 5.5   1,655,201 5.4 

Ⅲ 利益剰余金     15,148,580 49.3   15,218,816 50.6   15,281,215 50.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    253,047 0.8   337,106 1.1   284,580 0.9 

Ⅴ 為替換算調整勘定      － －   3,618 0.0   － － 

Ⅵ 自己株式     △1,240 △0.0   △389,538 △1.3   △150,659 △0.5 

資本合計     18,442,724 60.0   18,212,366 60.5   18,457,473 60.5 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    30,753,888 100.0   30,102,672 100.0   30,531,870 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     24,403,821 100.0   24,463,945 100.0   46,678,602 100.0 

Ⅱ 売上原価     12,382,868 50.7   12,493,864 51.1   24,316,671 52.1 

売上総利益     12,020,952 49.3   11,970,081 48.9   22,361,930 47.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   10,171,830 41.7   10,735,436 43.9   20,272,799 43.4 

営業利益     1,849,121 7.6   1,234,644 5.0   2,089,130 4.5 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   1,876     3,775     4,574     

２．受取配当金   4,737     6,369     6,863     

３．連結調整勘定償却
額 

  4,237     －     8,475     

４．賃貸収入   5,681     7,264     14,813     

５．保険解約金   －     61,796     －     

６．法人税等還付加算
金 

  5,413     －     －     

７．その他   17,385 39,333 0.2 17,638 96,843 0.4 181,424 216,150 0.5 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   9,049     3,919     14,589     

２．手形売却損   1,290     －     2,326     

３．新株発行費   －     2,271     －     

４．自己株式買取手数
料 

  －     8,222     －     

５．投資事業組合損失   2,269     －     －     

６．その他   2,380 14,989 0.1 2,428 16,841 0.0 2,192 19,108 0.1 

経常利益     1,873,465 7.7   1,314,647 5.4   2,286,172 4.9 

Ⅵ 特別利益                     

１．固定資産売却益 ※２ 20,090     －     20,090     

２．投資有価証券売却
益 

  －     －     27,787     

３．貸倒引当金戻入益   －     5,284     751     

４．投資有価証券受贈
益 

  17 20,108 0.0 － 5,284 0.0 17 48,648 0.1 

Ⅶ 特別損失                     

１．固定資産売却損 ※３ 740     －     3,971     

２．固定資産除却損 ※４ 3,471     6,734     29,943     

３．投資有価証券評価
損 

  2,971     －     9,272     

４．減損損失  ※５ －     427,570     －     

５．その他   － 7,183 0.0 9,969 444,273 1.8 116,659 159,846 0.3 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    1,886,390 7.7   875,657 3.6   2,174,974 4.7 

法人税、住民税及
び事業税 

  903,344     647,709     1,113,510     

法人税等調整額   △122,323 781,020 3.2 △11,629 636,079 2.6 △176,541 936,969 2.0 

中間（当期）純利
益 

    1,105,369 4.5   239,578 1.0   1,238,004 2.7 

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残
高 

    1,655,201 1,655,201   1,655,201

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１．自己株式処分差
益 

  － － 25 25 － －

Ⅲ 資本剰余金中間期
末（期末）残高 

    1,655,201 1,655,226   1,655,201

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残
高 

    14,388,671 15,281,215   14,388,671

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純
利益 

  1,105,369 1,105,369 239,578 239,578 1,238,004 1,238,004

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   320,261 276,777 320,261 

２．役員賞与   25,200 345,461 25,200 301,977 25,200 345,461

Ⅳ 利益剰余金中間期
末（期末）残高 

    15,148,580 15,218,816   15,281,215

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税金等調整前中間（当期）純
利益 

  1,886,390 875,657 2,174,974 

減価償却費   431,449 469,313 940,981 

減損損失    － 427,570 － 

連結調整勘定償却額   △4,237 － △8,475 

固定資産除却損   3,471 6,734 29,943 

固定資産売却損   740 － 3,971 

固定資産売却益   △20,090 － △20,090 

投資有価証券評価損   2,971 － 9,272 

投資有価証券売却益   － － △27,787 

投資有価証券受贈益   △17 － △17 

貸倒引当金の増加額（△は減
少額） 

  4,338 △11,114 △751 

退職給付引当金の増加額（△
は減少額） 

  7,979 △70,051 72,059 

役員退職慰労引当金の増加額
（△は減少額） 

  19,531 △9,162 40,139 

賞与引当金の増加額   16,386 103,848 8,089 

販売促進引当金の増加額（△
は減少額） 

  34,734 104,981 △54,930 

受取利息及び受取配当金   △6,614 △10,144 △11,437 

支払利息   9,049 3,919 14,589 

売上債権の増加額   △1,633,832 △1,580,392 △421,549 

たな卸資産の減少額（△は増
加額） 

  66,436 178,303 △123,278 

仕入債務の増加額   516,145 38,040 572,565 

未払消費税等の増加額（△は
減少額） 

  △13,110 76,194 △75,380 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

役員賞与の支払額   △25,200 △25,200 △25,200 

その他   69,464 △215,167 191,466 

小計   1,365,984 363,329 3,289,152 

利息及び配当金の受取額   5,549 9,823 10,103 

利息の支払額   △9,638 △3,916 △13,861 

訴訟和解金の支払額    － － △56,000 

法人税等の支払額   △65,278 △870,081 △303,119 

還付法人税等の受取額   196,554 － 196,554 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  1,493,172 △500,845 3,122,830 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

貸付金の回収による収入   6,340 5,405 13,550 

貸付金の増加による支出   △2,000 △12,100 △3,000 

定期預金の払戻による収入   2,302,211 2,136,197 4,618,230 

定期預金の預け入れによる支
出 

  △2,387,705 △1,902,088 △4,720,125 

投資有価証券の売却による収
入 

  17 63 35,321 

投資有価証券の取得による支
出 

  △200,536 △75,077 △205,700 

有価証券の償還による収入   － 1,010,000 － 

有価証券の取得による支出   － △499,924 △1,009,895 

有形固定資産の売却による収
入 

  39,213 － 40,043 

有形固定資産の取得による支
出 

  △602,912 △482,786 △1,207,482 

無形固定資産の取得による支
出 

  △149,056 △88,530 △260,594 

その他   △43,994 97,758 19,849 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △1,038,422 188,916 △2,679,803 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入金の増加額（△は減
少額） 

  △453,936 113,736 △918,736 

長期借入金の返済による支出   △30,500 △28,500 △61,000 

配当金の支払額   △319,200 △276,098 △319,758 

自己株式の売却による収入    － 2,140 － 

自己株式の取得による支出    － △249,215 △150,013 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △803,636 △437,938 △1,449,508 

Ⅳ 現金及び現金同等物の換算差額   － 3,618 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △348,887 △746,248 △1,006,482 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   5,934,954 4,928,472 5,934,954 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 5,586,067 4,182,223 4,928,472 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

 すべての子会社を連結しており

ます。 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

㈱横浜エージェンシー 

㈱エバラ物流 

㈱日本冷食 

㈱サンリバティー横浜 

 上記のうち、㈱サンリバティー

横浜については、当中間連結会計

期間において新たに株式を取得し

たため、連結の範囲に含めており

ます。 

 すべての子会社を連結しており

ます。 

連結子会社の数  ５社 

連結子会社の名称 

㈱横浜エージェンシー 

㈱エバラ物流 

㈱日本冷食 

㈱サンリバティー横浜 

荏原食品（上海）有限公司  

 上記のうち、荏原食品（上海）

有限公司については、当中間連結

会計期間において新たに設立した

ため、連結の範囲に含めておりま

す。 

 すべての子会社を連結しており

ます。 

連結子会社の数   ４社 

連結子会社の名称 

 ㈱横浜エージェンシー 

 ㈱エバラ物流 

 ㈱日本冷食 

 ㈱サンリバティー横浜 

 上記のうち、㈱サンリバティー

横浜については、当連結会計年度

において新たに株式を取得したた

め、連結の範囲に含めておりま

す。 

２．持分法の適用に関する

事項 

 該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ております。 

 連結子会社のうち下記の会社が

親会社と中間決算日が異なります

が、中間連結財務諸表の作成にあ

たっては中間決算日現在の財務諸

表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

６月30日 荏原食品(上海)有限公司 

  

 すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

おります。 

４．会計処理基準に関する

事項 

      

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

イ 有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）を採用

しております。 

イ 有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

イ 有価証券 

満期保有目的債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算出）を採用しておりま

す。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算出）を採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ロ たな卸資産 

 総平均法による原価法を採用

しております。 

ロ たな卸資産 

同左 

ロ たな卸資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 当社及び連結子会社は定率法

を採用しております。ただし、

当社及び連結子会社は平成10年

４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築

物 
３～47年

機械装置及び

運搬具 
３～９年

工具器具及び

備品 
２～20年

イ 有形固定資産 

同左 

イ 有形固定資産 

同左 

  ロ 無形固定資産 

 当社及び連結子会社は定額法

を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上

基準 

イ 貸倒引当金 

 当社及び連結子会社は、債権

の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 当社及び連結子会社は、従業

員の賞与支給に備えるため、支

給見込額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

 当社及び連結子会社の一部

は、従業員の賞与支給に備える

ため、支給見込額を計上してお

ります。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 販売促進引当金 

 当社は、中間決算日以前の小

売段階での特売条件販売に関連

して中間決算日以降に支払の見

込まれる販売促進費に備えるた

め、過去の実績に基づいた見積

額を販売促進引当金に計上して

おります。 

ハ 販売促進引当金 

同左 

ハ 販売促進引当金 

 当社は、決算日以前の小売段

階での特売条件販売に関連して

決算日以降に支払の見込まれる

販売促進費に備えるため、過去

の実績に基づいた見積額を販売

促進引当金に計上しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ニ 退職給付引当金 

 当社及び連結子会社におい

て、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

ニ 退職給付引当金 

 当社及び連結子会社の一部に

おいて、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

ニ 退職給付引当金 

 当社及び連結子会社の一部に

おいて、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

  ホ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、当社及び連結子会社は役

員退職慰労金規程に基づく中間

連結会計期間末要支給額を計上

しております。 

ホ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、当社及び連結子会社の一

部は役員退職慰労金規程に基づ

く中間連結会計期間末要支給額

を計上しております。 

ホ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、当社及び連結子会社の一

部は役員退職慰労金規程に基づ

く連結会計年度末要支給額を計

上しております。 

(4）重要なリース取引の

処理方法 

 当社及び連結子会社はリース物

件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 当社及び連結子会社の一部はリ

ース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

 当社及び連結子会社はリース物

件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(5）その他中間連結財務

諸表（連結財務諸

表）作成のための基

本となる重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） ───── 

   当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「 固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は427,570千

円減少しております。 

  

   なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。  

  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

    至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

    至 平成17年９月30日） 

  ────── 

（中間連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月

９日法律第97号）により、証券取引法第２条第２項におい

て、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

を有価証券とみなすこととされたことに伴い、前中間連結

会計期間まで投資その他の資産の「その他」に含めており

ました投資事業組合への出資金（前中間連結会計期間

24,013千円、当中間連結会計期間2,684千円）を、当中間

連結会計期間より「投資有価証券」に含めて表示しており

ます。  

  

（中間連結損益計算書） 

 １．前中間連結会計期間まで営業外収益「その他」に含

めて表示しておりました「法人税等還付加算金」について

は、当中間連結会計期間において営業外収益の総額の100

分の10を超えることとなったため、当中間連結会計期間よ

り区分掲記することといたしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「法人税等還付加算金」

は、123千円であります。 

（中間連結損益計算書） 

 １．前中間連結会計期間まで営業外収益「その他」に含

めて表示しておりました「保険解約金」については、当中

間連結会計期間において営業外収益の総額の100分の10を

超えることとなったため、当中間連結会計期間より区分掲

記することといたしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「保険解約金」は、822千

円であります。 

 ２．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「保険解約金」（当中間連結会計期間は822千円）及び

「受取保険金」（当中間連結会計期間は98千円）は、営業

外収益の総額の100分の10以下となったため、営業外収益

の「その他」に含めて表示することといたしました。 

  ────── 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「法人税等の支払額」に含めて表示しておりました

「還付法人税等の受取額」については、当中間連結会計期

間において金額的重要性が増したため、当中間連結会計期

間より区分掲記することといたしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「還付法人税等の受取額」

は、1,157千円であります。 

  ────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

11,135,196千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

11,457,829千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

11,216,923千円であります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

① 担保に供している資産 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

① 担保に供している資産 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

① 担保に供している資産 

定期預金 141,500千円

建物及び構築物 451,224 

土地 46,359 

合計 639,084 

定期預金 141,500千円

建物及び構築物 233,449 

土地 25,566 

合計 400,516 

定期預金 141,500千円

建物及び構築物 438,137 

土地 46,359 

合計 625,997 

② 担保付債務 ② 担保付債務 ② 担保付債務 

買掛金 112,960千円

１年以内に返済予定

の長期借入金 
57,000 

長期借入金 256,500 

合計 426,460 

買掛金 87,941千円

１年以内に返済予定

の長期借入金 
 57,000 

長期借入金  199,500 

合計 344,441 

買掛金 151,267千円

１年以内に返済予定

の長期借入金 
 57,000 

長期借入金  228,000 

合計 436,267 

３．手形割引高 ３． ３．手形割引高 

受取手形割引高 133,611千円   ────── 受取手形割引高 175,905千円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※ １．販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

給料手当 1,307,911千円

退職給付費用 128,627 

役員退職慰労引当金繰

入額 
19,771 

減価償却費 173,367 

宣伝費 1,678,647 

拡販費 2,322,835 

運送費 1,210,140 

賞与引当金繰入額 80,450 

販売促進引当金繰入額 401,221 

貸倒引当金繰入額 4,338 

給料手当 1,375,397千円

退職給付費用  250,160 

役員退職慰労引当金繰

入額 
 21,690 

減価償却費  175,967 

宣伝費  1,718,396 

拡販費  2,491,274 

運送費  1,162,669 

賞与引当金繰入額  143,658 

販売促進引当金繰入額  416,537 

給料手当 2,649,389千円

退職給付費用  311,605 

役員退職慰労引当金繰

入額 
 40,379 

減価償却費  385,420 

宣伝費  3,339,462 

拡販費  5,038,663 

運送費  2,310,441 

賞与引当金繰入額  80,146 

販売促進引当金繰入額  311,556 

※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

※２．         ────── ※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

建物及び構築物 6,678千円

機械装置及び運搬具 45 

土地 13,366 

計 20,090千円

 

建物及び構築物 6,678千円

機械装置及び運搬具  45 

土地  13,366 

計 20,090千円

※３．固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※３．         ────── ※３．固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

機械装置及び運搬具 656千円

工具器具及び備品 84 

計 740千円

 機械装置及び運搬具 3,887千円

工具器具及び備品  84 

計 3,971千円

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

      

建物及び構築物 332千円

機械装置及び運搬具 1,580 

工具器具及び備品 121 

ソフトウェア 1,436 

計 3,471千円

建物及び構築物 187千円

機械装置及び運搬具  4,671 

工具器具及び備品  1,875 

計 6,734千円

建物及び構築物 6,787千円

機械装置及び運搬具  19,850 

工具器具及び備品  1,868 

ソフトウェア  1,436 

計 29,943千円

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５.      ※５. 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

※５. 

  ────── 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、主として工場を基本単

位としてグルーピングしております。また、

投資不動産につきましては、独立したキャッ

シュ・フローの生成単位としてグルーピング

しております。 

 ㈱日本冷食につきましては、冷凍食品事業

の収益性が継続して悪化しているため、事業

に使用している資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 その内訳は、建物及び構築物257,286千円、

機械装置50,297千円、土地20,793千円及びそ

の他32,070千円であります。 

 賃貸マンションにつきましては、市場価格

の著しい下落により、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 その内訳は、建物4,317千円及び土地62,807

千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使

用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを14.72％で割り引いて算出してお

ります。 

場所 用途 種類 
減損損失

(千円) 

㈱日本冷食 

（北海道 

 網走郡）  

本社・工場

建物、機械

装置及び 

土地等 

360,446

賃貸マンシ

ョン 

（東京都 

 新宿区）  

投資不動産 
建物及び土

地  
67,124

  ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成16年９月30日現在） 

（単位：千円） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

（単位：千円） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成17年３月31日現在） 

（単位：千円） 

現金及び預金勘定 7,734,955 

投資その他の資産の

「その他」に計上され

ている長期性預金 

－ 

預入期間３ヶ月を超え

る定期預金 
△2,492,499 

有価証券勘定 343,611 

現金及び現金同等物 5,586,067 

現金及び預金勘定 6,023,927 

投資その他の資産の

「その他」に計上され

ている長期性預金 

100,000 

預入期間３ヶ月を超え

る定期預金 
 △2,274,792 

有価証券勘定  333,088 

現金及び現金同等物  4,182,223 

現金及び預金勘定  7,014,300 

投資その他の資産の

「その他」に計上され

ている長期性預金 

100,000 

預入期間３ヶ月を超え

る定期預金 
 △2,508,900 

有価証券勘定  323,073 

現金及び現金同等物  4,928,472 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

(有形固定資産) 
その他 

2,177,997 1,317,498 860,498 

無形固定資産 14,552 9,943 4,608 

合計 2,192,549 1,327,442 865,106 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

減損損
失累計
額相当
額  
 （千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

(有形固
定資産) 
その他 

2,351,117 1,206,190 30,049 1,114,877 

無形固定
資産 

18,161 10,151 － 8,009 

合計 2,369,278 1,216,342 30,049 1,122,887 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

(有形固定資産) 
その他 

2,573,060 1,276,304 1,296,756 

無形固定資産 14,552 11,399 3,152 

合計 2,587,613 1,287,703 1,299,909 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 326,878千円

１年超 550,130千円

合計 877,008千円

１年内 355,606千円

１年超 811,554千円

合計 1,167,160千円

リース資産減損勘定

の残高  
 27,618千円

１年内 395,775千円

１年超 921,332千円

合計 1,317,107千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 206,892千円

減価償却費相当額 191,898千円

支払利息相当額 7,082千円

支払リース料 211,039千円

リース資産減損勘定

の取崩額  

 2,431千円

減価償却費相当額 202,909千円

支払利息相当額 5,951千円

減損損失   30,049千円

支払リース料 429,732千円

減価償却費相当額 412,403千円

支払利息相当額 13,650千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法は利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）前中間連結会計期間および前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、それぞれ

2,971千円、および9,272千円減損処理を行っております。なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末および連

結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、同一銘柄について２期

間（中間・期末）継続して30～50％下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。 

３．時価のない主な有価証券の内容 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）国債・地方債等 225,773 233,004 7,231 226,208 234,349 8,141 225,990 236,823 10,833 

(2）社債 － － － － － － 10,026 10,034 7 

(3）その他 － － － － － － － － － 

合計 225,773 233,004 7,231 226,208 234,349 8,141 236,017 246,857 10,840 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 405,630 830,475 424,845 478,287 1,044,093 565,805 403,277 880,858 477,580 

(2）債券                   

① 国債・地方債

等 
－ － － － － － － － － 

② 社債 － － － － － － － － － 

③ その他 － － － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － － 

合計 405,630 830,475 424,845 478,287 1,044,093 565,805 403,277 880,858 477,580 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

中間連結貸借対照表計上額 
（千円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

満期保有目的の有価証券       

コマーシャル・ペーパー － 499,924 999,857 

その他有価証券        

非上場株式 21,000 14,700 14,700 

投資事業組合出資金  － 2,684 10,145 

マネー・マネージメン

ト・ファンド 
282,769 282,271 272,256 

中期国債ファンド 20,329 10,270 10,270 

公社債投資信託 40,512 40,545 40,545 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  
食品事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 22,542,779 1,861,041 24,403,821 － 24,403,821 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 22,542,779 1,861,041 24,403,821 － 24,403,821 

営業費用 20,478,039 1,818,520 22,296,560 258,139 22,554,699 

営業利益 2,064,739 42,521 2,107,260 (258,139) 1,849,121 

  
食品事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 22,491,153 1,972,792 24,463,945 － 24,463,945 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 22,491,153 1,972,792 24,463,945 － 24,463,945 

営業費用 21,119,317 1,898,129 23,017,446 211,854 23,229,300 

営業利益 1,371,835 74,662 1,446,498 (211,854) 1,234,644 

  
食品事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 42,911,622 3,766,979 46,678,602 － 46,678,602 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 42,911,622 3,766,979 46,678,602 － 46,678,602 

営業費用 40,400,181 3,708,893 44,109,075 480,395 44,589,471 

営業利益 2,511,440 58,085 2,569,526 (480,395) 2,089,130 



 （注）１．事業区分の方法 

事業は製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

（前中間連結会計期間）  

（当中間連結会計期間及び前連結会計年度）  

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間258,139千

円、当中間連結会計期間211,854千円及び前連結会計年度480,395千円であり、その主なものは、親会社の管

理部門に係わる費用等であります。 

事業区分 主要製品 

食品事業 肉まわり調味料、鍋物調味料、野菜まわり調味料、スープ、冷凍食品等 

その他事業 広告代理、物流等 

事業区分 主要製品 

食品事業 肉まわり調味料、鍋物調味料、野菜まわり調味料、スープ、冷凍食品等 

その他事業 広告代理、物流、人材派遣等 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 当中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないた

め、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該

当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 当中間連結会計期間において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当中間連結会計期間において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,785.18円

１株当たり中間純利益 107.00円

１株当たり純資産額 1,500.01円

１株当たり中間純利益 19.62円

１株当たり純資産額 1,798.10円

１株当たり当期純利益 117.46円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

 当社は、平成17年５月20日付で株式

１株につき1.2株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおりと

なります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結 

会計期間 
前連結会計年度 

1株当たり純資産

額 

1株当たり純資産

額 

1,487円65銭 1,498円41銭

1株当たり中間純

利益 

1株当たり当期純

利益 

89円16銭 97円88銭

 なお、潜在株式

調整後1株当たり

中間純利益金額に

ついては、潜在株

式が存在しないた

め記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式

調整後1株当たり

当期純利益金額に

ついては、潜在株

式が存在しないた

め記載しておりま

せん。 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 1,105,369 239,578 1,238,004 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 25,200 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (25,200) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
1,105,369 239,578 1,212,804 

期中平均株式数（株） 10,331,000 12,210,862 10,325,600 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ────── 

  株式分割について 

 当社グループは、平成17年2月10日開

催の取締役会において、株式分割によ

る新株式の発行を行う旨の決議をしま

した。 

 当該株式分割の内容は、下記のとお

りであります。 

(1)平成17年5月20日付をもって平成17

年3月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載された株主の所有株式数を1

株につき1.2株の割合をもって分割す

る。 

(2)分割により増加する株式数 

   普通株式    2,066,400株 

(3)配当起算日    平成17年4月1日 

 

前期首に当該株式分割が行われたと仮

定した場合における（1株あたり情報）

の各数値はそれぞれ以下のとおりであ

ります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資産

額 

1株当たり純資産

額 

1,427円89銭 1,498円41銭

1株当たり当期純

利益 

1株当たり当期純

利益 

93円45銭 97円88銭

 なお、潜在株式

調整後1株当たり

当期純利益金額に

ついては、潜在株

式が存在しないた

め記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式

調整後1株当たり

当期純利益金額に

ついては、潜在株

式が存在しないた

め記載しておりま

せん。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   6,345,144     4,052,915     5,471,566     

２．受取手形   67,095     82,872     57,533     

３．売掛金   7,644,617     7,889,797     6,414,665     

４．有価証券   292,294     791,862     1,291,781     

５．たな卸資産   1,365,376     1,376,429     1,538,152     

６．繰延税金資産   276,049     307,519     261,267     

７．その他   989,877     1,592,005     1,595,700     

貸倒引当金   △25,782     △27,905     △23,373     

流動資産合計     16,954,672 62.5   16,065,497 58.8   16,607,294 60.8 

Ⅱ 固定資産                     

(1）有形固定資産 ※１                   

１．建物   2,402,234     2,394,839     2,460,212     

２．土地   2,721,919     2,763,964     2,750,277     

３．その他   1,805,754     1,973,005     2,044,233     

有形固定資産合計   6,929,907   25.5 7,131,809   26.2 7,254,723   26.5 

(2）無形固定資産   411,694   1.5 440,823   1.6 437,457   1.6 

(3）投資その他の資産                     

１．投資有価証券   1,028,712     1,259,280     1,111,216     

２．繰延税金資産   632,430     644,645     666,704     

３．その他   1,236,496     1,832,461     1,327,201     

貸倒引当金   △40,387     △72,196     △78,558     

投資その他の資産
合計 

  2,857,252   10.5 3,664,191   13.4 3,026,563   11.1 

固定資産合計     10,198,854 37.5   11,236,824 41.2   10,718,744 39.2 

資産合計     27,153,527 100.0   27,302,322 100.0   27,326,038 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形   2,857,961     2,904,542     2,666,654     

２．買掛金   1,596,213     1,609,374     1,559,465     

３．短期借入金   118,000     326,936     200,000     

４．未払金   1,586,869     1,682,031     2,245,434     

５．未払法人税等   823,423     527,883     783,708     

６．賞与引当金   89,821     176,720     90,056     

７．販売促進引当金   401,221     416,537     311,556     

８．その他 ※２ 410,065     317,078     177,626     

流動負債合計     7,883,576 29.0   7,961,104 29.2   8,034,501 29.4 

Ⅱ 固定負債                     

１．退職給付引当金   1,671,319     1,665,897     1,741,857     

２．役員退職慰労引当
金 

  265,484     294,701     278,925     

３．その他   141,957     146,746     145,233     

固定負債合計     2,078,760 7.7   2,107,345 7.7   2,166,015 7.9 

負債合計     9,962,337 36.7   10,068,449 36.9   10,200,516 37.3 

            

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     1,387,136 5.1   1,387,136 5.1   1,387,136 5.1 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   1,655,201     1,655,201     1,655,201     

２．自己株式処分差益   －     25     －     

資本剰余金合計     1,655,201 6.1   1,655,226 6.1   1,655,201 6.1 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   21,905     21,905     21,905     

２．任意積立金   12,769,500     13,469,500     12,769,500     

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,120,362     761,268     1,162,132     

利益剰余金合計     13,911,767 51.2   14,252,673 52.1   13,953,537 51.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    238,324 0.9   328,374 1.2   280,306 1.0 

Ⅴ 自己株式     △1,240 △0.0   △389,538 △1.4   △150,659 △0.6 

資本合計     17,191,189 63.3   17,233,872 63.1   17,125,522 62.7 

負債資本合計     27,153,527 100.0   27,302,322 100.0   27,326,038 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     20,145,916 100.0   20,356,923 100.0   38,575,093 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,622,890 42.8   8,823,111 43.3   17,068,000 44.2 

売上総利益     11,523,026 57.2   11,533,811 56.7   21,507,092 55.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    9,901,398 49.1   10,511,088 51.6   19,664,862 51.0 

営業利益     1,621,627 8.1   1,022,722 5.1   1,842,229 4.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   27,862 0.0   34,282 0.1   56,707 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   3,744 0.0   12,770 0.1   3,767 0.0 

経常利益     1,645,744 8.1   1,044,234 5.1   1,895,170 4.9 

Ⅵ 特別利益     17 0.0   － －   156 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※３   7,183 0.0   7,416 0.0   137,380 0.3 

税引前中間（当
期）純利益 

    1,638,578 8.1   1,036,818 5.1   1,757,946 4.6 

法人税、住民税及
び事業税 

  803,739     504,681     929,287     

法人税等調整額   △109,337 694,402 3.4 △56,776 447,905 2.2 △157,286 772,000 2.0 

中間（当期）純利
益 

    944,176 4.7   588,912 2.9   985,946 2.6 

前期繰越利益     176,186     172,355     176,186   

中間（当期）未処
分利益 

    1,120,362     761,268     1,162,132   

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

① 満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）を採

用しております。 

(1）有価証券 

① 満期保有目的債券 

同左 

(1）有価証券 

① 満期保有目的債券 

同左 

  ② 子会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

② 子会社株式 

同左 

② 子会社株式 

同左 

  ③ その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品 

 総平均法による原価法を採

用しております。 

(2）たな卸資産 

製品、原材料 

同左 

(2）たな卸資産 

製品、原材料 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法によっ

ております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物及び構築

物 
３～47年

機械及び装

置、車輌及び

運搬具 

３～９年

工具器具及び

備品 
２～20年

   

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 均等償却によっておりま

す。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、賞与支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、賞与支給見込額を計

上しております。 

  (3）販売促進引当金 

 中間決算日以前の小売段階

での特売条件販売に関連し

て、中間決算日以降に支払が

見込まれる販売促進費に備え

るため、過去の実績に基づい

た見積額を販売促進引当金に

計上しております。 

(3）販売促進引当金 

同左 

(3）販売促進引当金 

 決算日以前の小売段階での

特売条件販売に関連して、決

算日以降に支払が見込まれる

販売促進費に備えるため、過

去の実績に基づいた見積額を

販売促進引当金に計上してお

ります。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

 また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

 また、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上

しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

      ────── （固定資産の減損に係る会計基準）       ────── 

   当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

  



表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

          ────── （貸借対照表）  

   「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６

月９日法律第97号）により、証券取引法第２条第２項に

おいて、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、前

中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に含め

ておりました投資事業組合への出資金（前中間会計期間

24,013千円、当中間会計期間2,684千円）を、当中間会計

期間より「投資有価証券」に含めて表示しておりま

す。   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１有形固定資産の減価償

却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額

は9,149,488千円であります。 

 有形固定資産の減価償却累計額

は9,517,586千円であります。 

 有形固定資産の減価償却累計額

は9,281,010千円であります。 

※２消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

同左 ────── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１営業外収益のうち主要

なもの 

受取利息 629千円

受取配当金 4,259 

受取利息 5,827千円

受取配当金  6,034 

受取利息 4,291千円

受取配当金  6,385 

※２営業外費用のうち主要

なもの 

支払利息 1,416千円

  

支払利息 2,277千円

  

支払利息 3,173千円

※３特別損失のうち主要な

もの 

────── ────── 訴訟和解金 56,000千円

 ４減価償却実施額 有形固定資産 308,059千円

無形固定資産 71,013 

有形固定資産 347,034千円

無形固定資産  83,784 

有形固定資産 669,751千円

無形固定資産  150,819 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

(有形固定資産) 
その他 

1,873,882 1,136,005 737,877 

合計 1,873,882 1,136,005 737,877 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

(有形固定資産) 
その他 

2,036,715 1,025,047 1,011,667 

合計 2,036,715 1,025,047 1,011,667 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

(有形固定資産) 
その他 

2,244,087 1,091,177 1,152,910 

合計 2,244,087 1,091,177 1,152,910 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 271,036千円

１年超 474,709千円

合計 745,746千円

１年内 302,777千円

１年超 721,183千円

合計 1,023,960千円

１年内 337,931千円

１年超 828,664千円

合計 1,166,596千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 172,794千円

減価償却費相当額 160,139千円

支払利息相当額 5,315千円

支払リース料 181,000千円

減価償却費相当額 175,188千円

支払利息相当額 4,234千円

支払リース料 362,070千円

減価償却費相当額 349,288千円

支払利息相当額 10,063千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法は利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。  

  

  

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,664.04円

１株当たり中間純利益 91.39円

１株当たり純資産額 1,419.42円

１株当たり中間純利益 48.23円

１株当たり純資産額 1,669.35円

１株当たり当期純利益 94.23円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 当社は、平成17年５月20日付で株

式１株につき1.2株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 前事業年度 

1株当たり純資産

額 

1株当たり純資産

額 

1,386円70銭 1,391円13銭

1株当たり中間純

利益 

1株当たり当期純

利益 

76円16銭 78円52銭

 なお、潜在株

式調整後1株当た

り中間純利益金

額については、

潜在株式が存在

しないため記載

しておりませ

ん。 

  なお、潜在株

式調整後1株当た

り当期純利益金

額については、

潜在株式が存在

しないため記載

しておりませ

ん。 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 944,176 588,912 985,946 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 13,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （13,000） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
944,176 588,912 972,946 

期中平均株式数（株） 10,331,000 12,210,862 10,325,600 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ────── 

  株式分割について 

 当社は、平成17年2月10日開催の取

締役会において、株式分割による新株

式の発行を行う旨の決議をしました。 

 当該株式分割の内容は、下記のとお

りであります。 

(1)平成17年5月20日付をもって平成17

年3月31日最終の株主名簿及び実質株

主名簿に記載された株主の所有株式数

を1株につき1.2株の割合をもって分割

する。 

(2)分割により増加する株式数 

  普通株式    2,066,400株 

(3)配当起算日    平成17年4月1日 

 

前期首に当該株式分割が行われたと仮

定した場合における（1株あたり情

報）の各数値はそれぞれ以下のとおり

であります。 

前事業年度 当事業年度 

1株当たり純資産

額 

1株当たり純資産

額 

1,399円69銭 1,391円13銭

1株当たり当期純

利益 

1株当たり当期純

利益 

77円25銭 78円52銭

  なお、潜在株

式調整後1株当た

り当期純利益金

額については、

潜在株式が存在

しないため記載

しておりませ

ん。 

  なお、潜在株

式調整後1株当た

り当期純利益金

額については、

潜在株式が存在

しないため記載

しておりませ

ん。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第47期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月27日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年６月29日関東財務局長に提出。 

 事業年度（第47期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(3）臨時報告書 

 平成17年５月12日関東財務局長に提出。 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に

基づく臨時報告書であります。 

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月24日）平成17年４月１日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月28日）平成17年５月６日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月６日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月８日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日）平成17年８月５日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月８日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月７日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月７日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月７日関東財務局長に提出。 

(5）自己株券買付状況報告書の訂正報告書 

 平成17年11月８日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）の自己株券買付状況報告書に係る訂正報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月14日  

エバラ食品工業株式会社    

 取締役会 御中  

 三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 杉田 純 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川野 佳範 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエバラ食

品工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、エバラ食品工業株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。  

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社 

   が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月14日  

エバラ食品工業株式会社    

 取締役会 御中  

 三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 杉田 純 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川野 佳範 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエバラ食

品工業株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日から平

成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、エバラ食品工業株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                   以上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社 

   が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月14日  

エバラ食品工業株式会社    

 取締役会 御中  

 三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 杉田 純 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川野 佳範 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエバラ

食品工業株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第47期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日から平

成16年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、エバラ食品工業株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年4月1

日から平成16年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

                                                   以上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社 

    が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月14日  

エバラ食品工業株式会社    

 取締役会 御中  

 三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 杉田 純 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川野 佳範 

  当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエバラ食

品工業株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成

17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、エバラ食品工業株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1

日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                   以上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社 

    が別途保管しております。 
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